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公的年金と確定拠出年金の位置づけ

第１号被保険者（自営業者等）

任意加入被保険者

第２号被保険者
（会社員等）

第２号被保険者
（公務員等）

第３号被保険者
（専業主婦（夫））

国民年金（基礎年金）

厚生年金保険

i D e C o

企業型DC

企業型DC

i D e C o ※1
i D e C o ※1

i D e C o

i D e C o

i D e C o

確定給付型
年金※2

確定給付型
年金※2 年金払い

退職給付

i D e C o ※3

国民年金基金

iDeCoと国民年金基金は
併用できますが、拠出限度
額は合算されます。

※１ 企業型ＤＣ加入者は、原則ｉＤｅＣｏに加入することができます。ただし、企業型ＤＣの事業主掛金が毎月定額拠出ではない（年単位拠出となっている）場合、
 または企業型ＤＣの加入者掛金（マッチング拠出）を利用している場合は、ｉＤｅＣｏに加入することはできません。

※２ 厚生年金基金、確定給付企業年金があります。
※３ 国民年金の保険料の納付免除や納付猶予を受けている方、農業者年金の被保険者はiDeCoに加入できません。

【拠出限度額】
81.6万円/年

【拠出限度額】
27.6万円/年

【拠出限度額】
24.0万円/年

【拠出限度額】
66.0万円/年

【拠出限度額】
33.0万円/年

【拠出限度額】
14.4万円/年

【拠出限度額】
27.6万円/年

【拠出限度額】
14.4万円/年

【拠出限度額】
14.4万円/年
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確定拠出年金とは・・・

◆企業型ＤＣを実施する会社に
 お勤めの厚生年金に加入している方

会社が拠出する

◆国民年金第1号被保険者
 自営業者やその家族、学生等

個人が拠出する

企業型DC（実施主体：事業主）

加入対象者

掛金の拠出方法

iDeCo （実施主体：国民年金基金連合会）

加入対象者

掛金の拠出方法

※１ ２０歳以上６０歳未満の被扶養者に限ります。

◆国民年金第2号被保険者
 公務員、会社員等

◆国民年金第3号被保険者
 厚生年金に加入している方の配偶者で

 ある専業主婦(夫)等※１

◆国民年金任意加入被保険者
 国民年金に任意加入している方
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確定拠出年金とは・・・

◆確定給付企業年金等他制度※１に
   加入している方
 →月額2.75万円（年額33万円）

企業型DC（実施主体：事業主）

拠出限度額

iDeCo （実施主体：国民年金基金連合会）

拠出限度額

◆国民年金第1号被保険者
 →月額6.8万円（年額81.6万円）

※１ 確定給付企業年金等他制度とは、確定給付企業年金(ＤＢ)、厚生年金基金、石炭鉱業年金基金、私立学校教職員共済をいいます。
※２ お勤めの会社の企業年金の実施状況により異なります。

◆確定給付企業年金等他制度※１に
   加入していない方
 →月額5.5万円（年額66万円）

◆国民年金任意加入被保険者
 →月額6.8万円（年額81.6万円）

◆国民年金第2号被保険者※２

 →月額1.2万円～2.3万円
（年額14.4万円～27.6万円）

◆国民年金第3号被保険者
 →月額2.3万円（年額27.6万円）
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確定給付型

税制適格退職年金 厚生年金基金

6

確定拠出年金の昔と今

2001年10月 確定拠出年金法 施行

確定拠出年金制度の創設

企業

積立不足のない退職金制度1

適年や厚生年金基金の受け皿2

国

少子高齢化の進行２
公的年金制度の補完３

厚生年金基金の積立不足が拡大1

財政悪化

確定拠出年金法 第１条

この法律は、  その他の特定の事由による
離職等に備えるために行う確定拠出年金制度に関する事項を定め、
国民の福祉の増進に寄与することを目的とする。

個人が自己の老齢に備え、
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確定拠出年金の昔と今

施行直後

2001～2005年 •企業型ＤＣは、当初大企業から拡大
•その後、徐々に中小企業へも普及し始めた

厚生年金基金解散

2011年～2015年 •適年廃止による導入企業増が停滞。
•しかし、厚生年金基金の解散により、再び企業型ＤＣを導入する企業が増加。

適年廃止

2006年～2010年 •2012年3月をもって適格退職年金（適年）の制度廃止が決定。
•適年の移行先として企業型ＤＣを導入する中小企業が増え、市場が拡大。

選択制や新規導入

2016年～現在
•選択制といわれる企業型ＤＣが普及。
•大企業を中途退職した従業員が、中小企業に転職する際に、
確定拠出年金残高を持ち運ぶようになり、中小企業での企業型ＤＣ
の認知度が高まった。

2001年 確定拠出年金法 施行後の流れ
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確定拠出年金の昔と今

企業型ＤＣ 法改正

2012年1月
⚫マッチング拠出（事業主掛金に加入者掛金を上乗せ）開始

2014年10月
⚫拠出限度額引上げ

・他の企業年金なし：5.1万円→5.5万円/月
・他の企業年金あり：2.55万円→2.75万円/月

2017年1月
⚫規約で定めれば企業型DCとiDeCo併用可能

2018年5月
⚫ iDeCo+創設（従業員規模100名以下企業に限る）

2014年1月
⚫加入者資格喪失年齢引上げ

60歳→規約で定める65歳未満
（60歳前と同一事業所で引き続き使用される厚生年金被保険者）
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確定拠出年金の昔と今

企業型ＤＣ 法改正

2022年5月
⚫加入者資格喪失年齢引上げ

規約で定める65歳未満 → 規約で定める70歳未満
（同一事業所要件撤廃、厚生年金加入者であれば加入可）

2024年12月
⚫拠出可能額の変更

一律2.75万円→他制度ごとの掛金相当額を評価し
5.5万円/月から掛金相当額を控除した範囲

2022年10月 
⚫規約の定めがなくても、原則iDeCo併用可能

（除くマッチング拠出選択者）

2020年10月 ⚫ iDeCo+の従業員規模要件緩和
従業員規模要件100名以下→300名以下に拡大

2022年4月 ⚫老齢給付金 受給開始時期 上限引上げ
60～70歳→60～75歳に引上げ
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確定拠出年金の昔と今

企業型ＤＣ 法改正
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確定拠出年金の昔と今

企業型ＤＣ 法改正
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退職給付制度の比較 【概要】

拠出額が決められている企業年金制度。

年金資産が個人別に管理され従業員

自身が運用の責任を負う。

運用実績に応じて将来の受取額が

変動する。

確定拠出年金（企業型ＤＣ）

将来の給付額があらかじめ決まっている

企業年金制度。

運用の責任は会社が負う。

確定給付企業年金（ＤＢ）

中小企業のための退職金積立制度。

運営主体は(独)勤労者退職金共済機構。

中小企業退職金共済

企業が実施する退職金制度。

各企業で自由な設計が可能。

退職一時金
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退職給付制度の比較 【導入状況】

4.2万社・782万人

2022年3月末時点
（厚生労働省HP 運営管理機関連絡協議会

「確定拠出年金統計資料」より）

確定拠出年金（企業型ＤＣ）

1.2万社・930万人

2022年3月末時点
（生命保険協会HP 「企業年金（確定給付型）の

受託概況」より）

確定給付企業年金（ＤＢ）

37万社・358万人

2022年3月末時点
（独立行政法人勤労者退職金共済機構HP

「中小企業共済事業概況」より）

中小企業退職金共済

ー

退職一時金
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退職給付制度の比較 【会計･税務の取扱い】

キャッシュフローの平準化。

掛金は毎月損金計上。

確定拠出年金（企業型ＤＣ）

キャッシュフローの平準化。

退職給付引当金を負債計上。

確定給付企業年金（ＤＢ）

キャッシュフローの平準化。

掛金は毎月損金計上。

中小企業退職金共済

退職金支給時に一括で損金計上。

退職一時金
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退職給付制度の比較 【離転職時の移換】

離転職時に資産を持ち運べる

確定拠出年金（企業型ＤＣ）

離転職時に資産を持ち運べる

確定給付企業年金（ＤＢ）

中退共実施企業同士での通算が可能

中小企業退職金共済

ー

退職一時金
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退職給付制度の比較 【留意点】

中途退職しても原則60歳まで受け取れない。

従業員への投資教育が必要。

退職事由による減額ができない(除く事業主返還)。

確定拠出年金（企業型ＤＣ）

積立基準が法令で定められている。

給付額が決まっているため、積立不足が

生じると追加拠出が必要。

確定給付企業年金（ＤＢ）

加入できる企業規模に制限がある。

機構の運用状況により受取額に変動が生じる。

運用結果は全加入企業で共有する。

中小企業退職金共済

退職時に一括でキャッシュアウト

するため、計画的な資金準備が必要。

退職一時金
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確定拠出年金のマーケット環境
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確定拠出年金 マーケット環境

企業型DC（実施事業所数・加入者数）

68 
659 

2,036 3,694 
5,830 

8,161 
9,933 

11,550 
12,740 

14,405 
16,576 17,356 18,465 

20,097 
22,336 

25,968 

30,301 

33,599 

36,449 
39,081 

42,669 

9 36

70
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219

271

312

341
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423
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0
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0
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20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

出典：厚生労働省HP 運営管理機関連絡協議会「確定拠出年金統計資料（2022年3月末）」をもとに三井住友海上が作成

（社） （万人）
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確定拠出年金 マーケット環境

iDeCo（加入者数）

125,339 138,859 158,404 183,936 213,433 
258,554 

451,446 

867,725 

1,212,304 

1,558,436 

1,945,737 

2,393,388 

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

出典：iDeCo公式サイト運営管理機関連絡協議会「確定拠出年金統計資料（2022年3月末）」をもとに三井住友海上が作成

（人）
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中小企業の課題
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企業の課題

人材確保

・業績安定期に入った企業やスタートアップ企業が優秀な人材の確保のために、福利厚生拡充を

検討している

・企業型 DC に加入していた中途採用者が増えており、その受け皿として検討している

従業員の資産形成

・人生100年時代に向け、現行退職金の上乗せとして検討している

・老後2,000万円問題に備え、従業員が任意で掛金を上乗せできる制度を検討している

・従業員の金融リテラシー向上やライフプラン設計の機会創出を検討している

退職金制度の見直し

・積立不足が発生しない、会社が支払った事業主掛金は全額損金算入できることなど、財務戦略

上の理由から企業型ＤＣの導入を検討している
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